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総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
は
、

経
済
産
業
省
設
置
法
に
基
づ
い
て
設

立
さ
れ
た
経
済
産
業
大
臣
の
諮
問
機

関
で
あ
り
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
を
総
合
的
に
検
討
し
て
い
ま
す
。

調
査
会
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
、
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
原

子
力
な
ど
、
テ
ー
マ
ご
と
に
部
会
・

分
科
会
を
設
け
て
い
ま
す
。

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
で

は
、
今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
方

向
性
を
示
す
「
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需

給
見
通
し
」
の
検
討
を
行
い
、
平
成

十
三
年
七
月
に
「
今
後
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
政
策
」
に
つ
い
て
の
報
告
書
を
経

済
産
業
大
臣
に
答
申
し
ま
し
た
。
環

境
面
で
は
Ｃ
Ｏ
P
3
（
気
候
変
動
枠

組
条
約
第
3
回
締
約
国
会
議
）
の
京

都
議
定
書
を
踏
ま
え
て
、
二
〇
一
〇

年
度
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
一
九

九
〇
年
度
レ
ベ
ル
ま
で
抑
制
す
る
こ

と
が
目
標
に
な
っ
て
い
ま
す
。

現
在
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
枠
組

み
を
維
持
し
た
場
合
（
基
準
ケ
ー
ス
）

に
は
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
目
標

水
準
ま
で
抑
制
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、

一
九
九
〇
年
度
に
比
べ
て
約
二
千

万

増
加
す
る
と
見
込
ま
れ
て
い
ま

ト
ン

す
。目

標
を
達
成
す
る
た
め
に
、
省
エ

ネ
対
策
、
新
エ
ネ
対
策
、
燃
料
転
換

等
を
盛
り
込
ん
だ
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ

ー
需
給
像
が
、「
目
標
ケ
ー
ス
」
の
長

期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し
で
す
。

省
エ
ネ
対
策
と
し
て
は
、
家
庭
や

ビ
ル
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
普
及
、
新
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
と
し
て
は
、
太
陽
光
発
電

や
風
力
発
電
の
導
入
を
促
す
制
度
を

設
け
て
い
く
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
は
省
エ
ネ
対
策
と
新
エ
ネ
対

策
と
し
て
有
望
視
さ
れ
て
い
る
「
Ｅ

Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
」
と
「
Ｒ
Ｐ
Ｓ
（
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
準
制
度
」
の
概

要
を
紹
介
し
ま
す
。

平
成
十
三
年
七
月
、
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調

査
会
は
、
わ
が
国
が
目
指
す
べ
き
エ
ネ
ル
ギ
ー
需

要
像
で
あ
る
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し
と
そ

れ
を
実
現
す
る
た
め
の
施
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、

経
済
産
業
大
臣
に
答
申
し
ま
し
た
。

二
〇
一
〇
年
度
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
一
九

九
〇
年
度
と
同
水
準
に
抑
制
す
る
に
は
、
年
間
二

千
万

の
削
減
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
削
減
対
策

を
盛
り
込
ん
だ
目
標
ケ
ー
ス
で
は
、
二
酸
化
炭
素

排
出
量
を
省
エ
ネ
対
策
で
六
百
万

削
減
、
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
で
九
百
万

削
減
、
発
電
所

燃
料
の
転
換
で
五
百
万

削
減
す
る
計
画
で
す
。

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

部
会
で
は
「
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
」
を
、
新
エ
ネ
ル
ギ

ー
部
会
で
は
「
Ｒ
Ｐ
Ｓ
（
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
準
制
度
）」
を
有
力
な
二
酸
化
炭
素
排
出
量
削

減
対
策
と
し
て
い
ま
す
。 ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

総合資源エネルギー調査会の動向
長期エネルギー需給見通しと二酸化炭素排出量削減対策

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

対
策
に
、
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
と

Ｒ
Ｐ
Ｓ
を
活
用

「
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
」（
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

サ
ー
ビ
ス
・
カ
ン
パ
ニ
ー
事
業
）
と

は
、
工
場
、
オ
フ
ィ
ス
の
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
効
率
的
利
用

を
実
現
す
る
事
業
で
す
。

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
の

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
会
が
平
成
十
三
年

六
月
に
示
し
た
「
今
後
の
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」
の

中
で
は
、
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
に
よ
っ
て
、

原
油
換
算
一
百
万

分
の
削
減
効

果
を
期
待
し
て
い
ま
す
。

①
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
の
特
長

Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
は
、
民
間
の
ビ
ジ

ネ
ス
ベ
ー
ス
で
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
進

め
る
も
の
で
す
。
民
間
企
業
で
あ
る

Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
会
社
が
、
省
エ
ネ
診

断
、
改
修
計
画
の
立
案
、
設
計
施
工
、

運
転
管
理
、
資
金
調
達
ま
で
省
エ
ネ

改
善
事
業
に
関
わ
る
全
て
の
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
ま
す
。

そ
し
て
こ
の
事
業
の
特
長
と
し
て

は
、
成
功
報
酬
契
約
を
行
う
こ
と
で
、

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
改
修
に
要
し
た
経

費
は
全
て
光
熱
費
の
削
減
分
で
賄
わ

れ
ま
す
。

ま
た
改
修
工
事
後
の
省
エ
ネ
効
果

に
対
し
て
事
業
会
社
が
責
任
を
持
つ

リ
ッ

ト
ル

キ
ロ

こ
と
か
ら
、
従
来
の
省
エ
ネ
工
事
よ

り
も
効
果
が
高
ま
る
と
評
価
さ
れ
て

い
ま
す
。

②
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
へ
の
支
援
策

石
油
危
機
を
背
景
と
し
て
米
国
で

は
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
が
発
展
し
、
約
十

億
ド
ル
の
市
場
規
模
と
言
わ
れ
て
い

ま
す
。
し
か
し
わ
が
国
で
は
実
施
事

例
が
少
な
い
の
が
現
状
で
す
。
平
成

十
三
年
度
に
大
阪
府
の
福
祉
施
設
で

自
治
体
初
の
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
が
計
画

さ
れ
、
省
エ
ネ
と
光
熱
費
の
抑
制
を

目
指
し
て
い
ま
す
。
経
済
産
業
省
で

は
、
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
の
普
及
に
向
け

て
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
合
理
化
事
業

者
支
援
事
業
」「
住
宅
・
建
築
物
高
効

率
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
導
入
促
進

事
業
」
等
の
補
助
事
業
、
低
利
融
資

制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
の

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
会
（
新
市
場
拡
大

措
置
検
討
小
委
員
会
）
で
は
、
風
力

発
電
、
太
陽
光
発
電
と
い
っ
た
新
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進
に
向
け
た
仕

組
み
づ
く
り
に
つ
い
て
検
討
し
て
き

ま
し
た
。
そ
し
て
、
平
成
十
三
年
十

二
月
に
、
電
力
会
社
に
販
売
電
力
の

一
部
を
風
力
な
ど
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
で

賄
う
こ
と
を
義
務
づ
け
る
証
書
制
度

の
創
設
を
決
定
し
ま
し
た
。

二
〇
〇
三
年
度
か
ら
の
導
入
に
向

け
て
現
在
法
制
化
の
手
続
き
が
進
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

Ｒ
Ｐ
Ｓ
が
対
象
と
し
て
い
る
新
エ

ネ
ル
ギ
ー
は
、
風
力
、
太
陽
光
、
バ

イ
オ
マ
ス
、
廃
棄
物
、
中
小
水
力
発

電
、
地
熱
発
電
の
六
種
類
で
す
。
政

府
は
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
事
業
者
に

対
し
て
、
そ
の
発
電
実
績
に
応
じ
た

証
書
を
発
行
し
ま
す
。
毎
年
電
力
会

社
に
は
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
に
よ
る

電
力
の
販
売
量
が
割
り
当
て
ら
れ
、

電
力
会
社
は
割
り
当
て
ら
れ
た
義
務

量
に
見
合
う
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
を

発
電
す
る
か
、
も
し
く
は
市
場
取
引

に
よ
っ
て
他
社
の
証
書
を
購
入
し
て

義
務
量
を
満
た
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。

そ
し
て
年
度
末
に
証
書
を
政
府
に
提

出
し
、
義
務
量
の
達
成
を
証
明
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。
達
成
で
き
な
い

場
合
に
は
罰
則
も
あ
り
ま
す
。

Ｒ
Ｐ
Ｓ
制
度
は
既
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
、
米
国
テ
キ
サ
ス
州
で
導
入
さ
れ
て

い
ま
す
。
証
書
は
市
場
を
通
じ
て
売
買

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
固
定
価
格
の
買

い
取
り
制
度
に
比
べ
て
、
効
率
的
に
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
導
入
が
進
む
も
の

と
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会

長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し

省
エ
ネ
対
策
「
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
」

Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
の
仕
組
み

Ｒ
Ｐ
Ｓ
の
仕
組
み

Ｒ
Ｐ
Ｓ

（
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
準
制
度
）
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■ＥＳＣＯ事業の概念図

年度�

1990年度�

構成比�
％�

構成比�
％�

構成比�
％�

構成比�
％�

1999年度�
2010年度�

基準ケース� 目標ケース�

項目�

合　計�

産　業� 183

349

85�
46�
39�
�
80�
32�
49

52.5

100

24.4�
13.3�
11.2

23.0�
11.0�
12.0

197

402

105�
  55�
  50�
�
100�
  53�
  47

49.0

100

26.1�
13.8�
12.3

24.9�
13.2�
11.7

183

409

126�
  60�
  66�
�
96�
51�
45

45.8

100

30.8�
14.7�
16.1

24.3�
12.5�
10.9

185程度�

400程度�

46程度�

100

30程度�
14程度�
16程度�
�

120程度�
  58程度�
  63程度�
�
94程度�
50程度�
45程度�
�

24程度�
12程度�
11程度�
�

民　生�
　　家庭�
　　業務�

民　生�
　乗用車�
　貨物等�

年度�
1990年度� 1999年度�

2010年度�

基準ケース� 目標ケース�項目�

287程度�307�
（6.9％）�

313�
（8.9％）�

287エネルギー起源のCO2排�
出量（対90年度比伸び率）�

光
熱
費
支
出�

光
熱
費
支
出�

返
済
分�

光
熱
費
支
出�

顧客の利益�

顧客の利益�金利�
初期�
投資�

ESCOの配当�

ESCO事業�
実施前�

ESCO事業�
実施後�

契約期間終了後�

米国テキサス州�

2001年4月� 2001年7月�制度開始時期�

対象エネルギー�

目標�

制度への評価�

太陽光、太陽熱温水、風力、地熱、水
力、埋立ガス、下水汚泥ガス、バイオ
系廃棄物、自治体ゴミ燃焼、燃料電
池等�

義務対象者に大きな自由度が与
えられる�
行政コストが低く、コスト削減インセ
ンティブが働く�

政府の介入を最小限にするシステム�
再生可能エネルギー電力の導入に
必要なコストを最小限にできる制度�

2010年までに95億kwhを増加�

太陽光、風力、地熱、バイオマス、埋
立ガス等�

2009年までに200万kwの再生可
能電力の設備を増設�

オーストラリア�


